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冬の感染拡大に先立って
重点的な取組を実施
暫定的な診療報酬措置

感染拡大？ 感染拡大？ 新たな
診療報酬体制

３/１０
国方針決定

令和５年１月２７日新型コロナウイルス感染症対策本部において、５月８日から新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ‐
１９）について、感染症法上の新型インフルエンザ等感染症に該当しないものとし、５類感染症に位置づける旨決定。
医療提供体制等については ３月上旬を目途に具体的な方針を示す旨示されていたが、3月10日新型コロナウイル
ス感染症対策本部において、方針が決定。９月末までを目途に入院調整本部や病床の確保、治療薬にかかる医療費
の公費支援等、現行制度を一定継続する。
位置づけの変更後に、大きく病原性が異なる変異株が出現するなど、科学的な前提が異なる状況になれば、「指定

感染症」や「新型インフルエンザ等感染症」に位置づけ、行動制限の要否を含めた感染対策を決定することに加え、必
要な方が適切な医療にアクセスできるよう、病床や外来の医療提供体制の確保を行う。

位置づけ変更に伴う医療提供体制・公費支援の見直し等について
【令和５年３月１０日 新型コロナウイルス感染症対策本部決定】

新型インフルエンザ等感染症 ５ 類 感 染 症

入院措置などの行政の強い関与
限られた医療機関による特別な対応

幅広い医療機関による自律的な通常の対応
行政は医療機関支援などの役割に

幅広い医療機関でコロナ患者が受診できる医療体制に向けて、必要となる感染対策や準備
を講じつつ国民の安心を確保しながら段階的に移行

急激な負担増が生じないよう、入院・外来の医療費の自己負担分に係る一定の公費支援に
ついて、期限を区切って継続

医 療 提 供 体 制

入院・外来の医療費
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基本的な考え方

• 行政の関与を前提とした限られた医療機関による特別な対応から、幅広い医療機関
による自律的な通常の対応に移行。

• 新型コロナにこれまで対応してきた医療機関に引き続き対応を求めるとともに、新た
な医療機関に参画を促すための取組を重点的に進める。

• 暫定的な診療報酬措置を経て、令和６年４月にコロナ対応を組み込んだ新たな診療報
酬体系による医療体制へ移行（この間、感染拡大への対応等を検証し、必要な見直し
を行う）。

• 各都道府県による「移行計画」の策定、設備整備等の支援を通じて、冬の感染拡大に先
立ち、対応する医療機関の維持・拡大（外来の拡大や軽症等の入院患者の受入れ）を
強力に促す。

• 入院調整についても、まずは軽症等の患者から医療機関間による調整の取組を進め
る。秋以降は、重症者等の患者について医療機関間による調整の取組を進めることを
基本に対応する。これにより、他の疾病と同様に入院の要否を医療機関が判断し、医
療機関間での調整を基本とする仕組みに移行。

地域包括ケア病棟等での受入れの促進、医療機関間での病床の状況を共有しや
すくする仕組みの普及など必要な支援を行うとともに、現行の支援策について
必要な見直しを実施。
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外来医療提供体制

３月上旬から着手する取組 ５月８日位置づけ変更後の取組

１．感染対策の見直し
感染対策について効率的な対応へ
見直し
設備整備や個人防護具の確保など
の支援

２．応招義務の整理
コロナにり患又はその疑いのみを
理由とした診療拒否は「正当な事
由」に該当しないことを明確化

３．医療機関や自治体への周知
「診療の手引き」や感染対策の見直
し、応招義務の整理等について分
かりやすい啓発資材を作成

外来医療体制の維持
医療機関名等を公表する仕組みを当面継
続
外来のひっ迫回避のため、重症化リスクの
低い者への自己検査・自宅療養の呼びか
け（自己検査キットや解熱鎮痛剤の常備を
含む）、受診相談センター等の取組は、継
続。

医療機関数の維持・拡大
定期的に対応医療機関数を把握しつつ、
広く一般的な医療機関での対応を目指し、
医療機関数の維持・拡大を促す。
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入院医療提供体制
３月上旬から着手する取組 ５月８日位置づけ変更後の取組

１．自治体による移行計画の策定
各都道府県において、冬の感
染拡大までの間、新たな医療
機関による軽症・中等症Ⅰ患
者の受入れを進めること、医
療機関間による入院調整を進
めること等を内容とする9月
末までの「移行計画」を4月中
に策定。

２．感染対策の見直し（再掲）
感染対策について効率的な対
応へ見直し
設備整備や個人防護具の確保
などの支援

３．応招義務の整理（再掲）

４．医療機関や自治体への周知
（再掲）

病床確保料の継続・見直し
病床確保料について、9月末までを目途とした措置とし、
その後の対応については「移行計画」に基づく取組の進
捗状況等を踏まえ、必要な見直しを行う。
診療報酬特例の見直しに連動して病床確保料の補助単
価、休止病床の範囲の見直しを行う。

臨時の医療施設の継続の取扱い
都道府県が高齢者や妊婦の患者の受入れ、救急搬送へ
の対応等のため特に必要と判断する場合には、医療施
設として当面存続。

新たな医療機関による受入れの促進
全病院で対応することを目指し、新たに軽症・中等症Ⅰ
患者の受入れを促す。特に、高齢者を中心に、「地域包括
ケア病棟」等での受入れを推進。
従来、確保病床を有していた医療機関は、重症者・中等
症Ⅱ患者への重点化を目指す。
「移行計画」には、直近のオミクロン株の流行時における
入院者数を想定した上で、具体的な患者像を念頭に置き
つつ、新たな医療機関による受入れの具体的な方針や
目標等を記載。
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入院調整

３月上旬から着手する取組 ５月８日位置づけ変更後の取組

１．自治体による移行計画策
（再掲）
新たな医療機関による軽症・
中等症Ⅰ患者の受入れを進
めること、医療機関間による
入院調整を進めること等を内
容とする9月末までの「移行
計画」を4月中に策定。

入院調整本部の継続
円滑な移行のため、当面「入院調整本部」等の枠
組みを残す。

医療機関間による調整の促進
原則、医療機関間による調整への移行を促すた
め、「移行計画」で定めた方針などに基づき、ま
ずは軽症・中等症Ⅰの患者から医療機関間によ
る調整の取組を進める。秋以降は、重症者・中等
症Ⅱ患者について医療機関間による調整の取
組を進めつつ、病床確保にかえて重症者・中等
症Ⅱ患者向けの対応を行った医療機関への支
援などを検討。
病床の状況を共有するため、Ｇ－ＭＩＳなどＩＴの
活用を推進（入力項目の簡素化等、より使いや
すくするための見直し等）する。
妊産婦、小児、透析患者については、都道府県
における既存の調整の枠組みへの移行を進め
る。
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療養体制

５月８日位置づけ変更後の取組

自宅療養体制
自宅療養者への対応について、外来や救急への影響緩和のため、発熱時等の
受診相談機能や体調急変時の相談機能を継続するとともに、ハイリスク者へ
の電話・オンライン診療、訪問看護などの取組を継続。陽性者の登録機能や
プッシュ型の健康観察については終了。

宿泊療養施設
隔離のための宿泊療養施設は位置づけの変更と同時に終了。
ただし、高齢者や妊婦の療養のための宿泊療養施設は、入院とのバランスを
踏まえた自己負担を前提に、9月末まで継続。
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療養体制（つづき）

５月８日位置づけ変更後の取組

高齢者施設における対応
• 高齢者施設には、重症化リスクが高い高齢者が多く生活していることを踏ま

え、入院が必要な高齢者は、適切かつ確実に施設から入院できる体制を確保
しつつ、施設における感染対策の徹底、医療機関との連携強化、療養体制の
確保等の各種の政策・措置は、当面継続。

【主な政策・措置】
• 陽性者が発生した場合の周囲の入所者への検査や従事者への集中的検
査

• 相談、往診（オンライン診療含む）、入院調整等を行う協力医療機関の事
前の確保

• 施設内療養を行う高齢者施設への補助
• 退院患者の受入促進のための介護報酬上の特例

• その上で、高齢者施設における感染対策、介護従事者の訓練、医療機関との
連携強化などの取組を推進するためのさらなる方策を検討する。

• 障害者施設についても同様に、引き続き必要な取組を進める。
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患者等に対する公費支援の取扱い
• 位置づけ変更による急激な負担増を回避するため、医療費の自己負担等一定の公費
支援について期限を区切って継続。

項目 具体的な措置など

外来医療費の
自己負担軽減

新型コロナ治療薬の費用の公費支援については、まずは9月
末まで措置し、その後の取扱いについては、冬の感染拡大に
向けた対応を検討。
治療薬以外の外来医療費については、位置づけの変更によ
り終了(季節性インフルエンザ並の負担額を想定）。

入院医療費の
自己負担軽減

入院医療費に関しては、まずは9月末まで、高額医療費制度
の自己負担限度額(年齢や所得により上限額が設定)から、
2万円を減額（２万円に満たない場合はその額）。その後の取
扱については検討。治療薬の費用については、外来医療費と
同様、公費支援を実施。

検査の自己負担 発熱等の患者に対する検査については、自己負担分の公費
支援は位置づけの変更により終了。
重症化リスクが高い者が多く入院・入所する医療機関、高齢
者施設、障害者施設における陽性者が発生した場合の周囲
の者への検査や従事者への集中的検査は、行政検査として
取り扱う。
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【参考】 R ５ . ３ . 1 ０ 新型コロナ
ウイルス感染症対策本部決定 資料
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